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Ⅰ．は じ め に
平成 5年 4月から平成 20年 3月までの 15年間リハ
ビリテーション部門管理者として，急性期医療を担う
公立の A 市民病院に勤務した。A 市民病院は疾病の
発症直後や手術直後の患者が多く，リハビリテーショ
ン医療の目的は早期離床および日常生活動作能力の早
期改善にあった。また，地域の中核病院として幅広く
リハビリテーション医療を提供できる体制作りが求め
られた。
これらを達成するためにはセラピストのマンパワー
が多く必要であった。しかし，公立病院には定員枠が
あり，セラピストを増やすことは容易なことでは無
く，増員に対しては人件費に見合った対価など納得の
いく説明を強く求められた。
そのような状況下でリハビリテーション部門の管理
を担当し，リハビリテーション医療を適切に提供でき
るように，幹部と協調しながら実績を積み上げること
で部門拡大を図った。結果，15年間でリハビリテー
ション部門の定員は 2.8倍になり，リハビリテーショ
ン医療の充実に繋がったのでその経過について報告す
る。
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Abstract : For 15 years I was in charge of the management of the rehabilitation department responsible for
acute care in a public hospital. With support from the hospital executive I was able to expand the depart-
ment. Although increasing the number of staff in public hospitals is normally difficult, by developing a trust-
ful relationship with the hospital executive I was able to succeed in increasing the capacity of therapists. As
a result, over 15 years, the capacity of the rehabilitation department increased 2.8 times. This has enhanced
the rehabilitation department by being able to have both physical therapists and occupational therapists
placed on the ward and enabling treatment to be available on holidays.
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抄録：急性期医療を担う公立病院のリハビリテーション部門管理を 15年間担当した。その間にリハ
ビリテーション部門拡大を，病院幹部と協調しながら行った。公立病院では定員枠から増員が困難で
あるが，病院幹部との信頼関係の構築により定員増に繋げることが出来た。
結果，リハビリテーション部門の定員は 15年間で 2.8倍になった。このことにより，セラピスト
の病棟配置，休日診療を実施できるようになり，リハビリテーション医療の充実に繋がった。
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Ⅱ．A 市民病院の概要
A 市民病院は，市街地，農村，ニュータウンを併
せ持つ地方都市の A 市にある。A 市はニュータウン
の開発により 1987年（昭和 62年）から人口増加率 10
年間連続日本一を記録した。これに伴い道路，鉄道，
施設等の整備が行われた。
A 市民病院は，人口の増加に対応するため移転建
て替えとなり，新病院が平成 7年 5月に開院となっ
た。旧病院は 141床であったが，新病院は 300床と倍
以上の規模になった。これに伴いリハビリテーション
科の拡大が検討された。
Ⅲ．リハビリテーション部門
における定員増の経緯
リハビリテーション部門の定員は筆者が着任した平
成 5年 4月の時点で，理学療法士 3名，作業療法士 1
名であった。これが平成 19年 8月には理学療法士 6
名，作業療法士 4名，言語聴覚士 1名の体制になった
（図 1）。この定員増の経緯について 4つの段階に分け
て述べる。
第一の段階は老朽化した旧病院から新病院への移転
建て替えであった。病床数が 141 床から 300 床とな
り，リハビリテーション医療対象患者の増加に対応す
べくセラピストの増員が必要であった。リハビリテー
ション科の体制についてこの時の病院幹部の意向は，
総合リハビリテーション施設基準での運営であった。
平成 7年 4月には理学療法士 5名，作業療法士 3名の
体制になった。
第二の段階は平成 8年 4月から A 市総合福祉保健
センターが稼働し始め，機能訓練事業，デイサービ
ス，住宅改修等でセラピストの必要性が高まったこと
にある。病院からの派遣を求められ 1名増員すること
になった。これにより平成 9年 4月には理学療法士 6
名となった。
第三の段階は新病院となり摂食・嚥下・言語障害の
患者が増加したことに伴い言語聴覚療法のニーズが高
まってきたことであった。これにより言語聴覚士 1名
の増員となった。平成 10年 4月には理学療法士 6名，
作業療法士 3名，言語聴覚士 1名の体制となった。
第四の段階は平成 16年 10月にストロークセンター
が設置され，24時間 365日脳神経外科医が常駐する
ことになり，より早期のリハビリテーション医療が求
められたことであった。リハビリテーション科では，
平成 17年 4月より平日午前中のセラピストの病棟配
置，土曜日・祝日の診療を開始した。結果，入院期間
の短縮に繋がり作業療法士 1名の増員になった。平成
19年 8月には，理学療法士 6 名，作業療法士 4 名，
言語聴覚士 1名の体制となった。
Ⅳ．定員増に繋がった要因と
病院幹部との協調（図 2）
旧病院から新病院へ移行するに伴い，病院方針とし
て総合リハビリテーション基準での運営を提示された
ことは，定員増の大きな要因となった。この時の基準
では理学療法士 5名，作業療法士 3名，理学療法室 300
m2，作業療法室 100 m2が必要とされていた。同時期
図 1 理学療法士（PT）・作業療法士（OT）・言語聴覚士
（ST）数の推移 図 2 定員増に繋がった経緯および対処と結果
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にこの施設基準で運営していた病院は県内で 3施設の
みであった。
しかし，病院方針は示されてもその裏付けはリハビ
リテーション科に任された。それだけのセラピストを
必要とする理由を求められることになった。そこでリ
ハビリテーション科より病院幹部へ，総合リハビリテ
ーション施設基準に向けた増員計画書を提出すること
になった。
それは，平成 5年 4月の体制から理学療法士 2名，
作業療法士 2名を増員し，平成 7年 4月には理学療法
士 5名，作業療法士 3名の体制にするというものであ
った。そして，平成 5年 4月の時点で作業療法の施設
基準が取れていなかったため，新病院開院まで後 2年
であったが改築により作業療法室を設置することにな
った。作業療法の実績がなくては増員計画書が作成で
きないと判断したためである。このこともあり，増員
に伴う診療報酬の増額を策定することができ，増員計
画書（表 1）を提出することとなった。幹部との多く
のやり取りはあったが，人件費の確保を示すことが出
来たため，最終的には認められるところとなった。
この増員により，早期の日常生活活動自立による退
院・転院が促進されるとともに，2時間以上あった外
来の待ち時間の削減に繋がった。また，それまで未対
応であった患者の診療が可能となり，各科のニーズに
対応できるようになった。
A 市総合福祉保健センターからの機能訓練事業，
デイサービス，住宅改修等へのセラピスト派遣要請に
対しては，管理業務が増加し複雑になることが予測さ
れたが，セラピストが生活適応期（維持期）に関わる
ことができるため前向きに検討した。業務内容の調査
を行い，セラピスト約 1名分の業務内容を作成した。
業務内容の具体的項目は，機能訓練事業，就学前心身
障害児通所施設での指導，住宅改修の相談，デイサー
ビスにおける介護員の指導であった。それを基に病院
幹部と協議することで，生活適応期のリハビリテーシ
ョンの重要性が理解されセラピスト 1名の増員となっ
た。このことでセラピストが病院と保健センターを行
き来することになり，保健師，介護員等とのコミュニ
ケーションも高まることになった。
新病院になり病床数の増加，各診療科の充実ととも
に摂食・嚥下のニーズが高まってきた。当初は理学療
法士，作業療法士で対応していたが，それにも限界が
あり言語障害患者も増加傾向にあったため，言語聴覚
士採用の要求を病院幹部に行うことになった。必要性
を訴えるにあたっては，上記項目に加え，当時 A 市
内の病院・施設において常勤の言語聴覚士が不在であ
ったことも要求事項とした。
その必要性は地域性も含め病院幹部によく理解いた
だき，平成 10年の時点で言語聴覚士は国家試験資格
にはなっていないため非常勤であったが 1名採用とな
った。その 2年後に国家試験資格になり，それまでの
実績から判断して人件費が確保できるため常勤採用と
なった。
平成 17年 4月より開始したセラピストの病棟配置，
休日診療は，ストロークセンターの開設が大きなきっ
かけとなった。脳神経外科医の 24時間 365日常駐に
より，休日においてのリスク管理が可能となった。ま
た，医師，看護師，セラピストによる毎朝の回診が行
われ，十分なリスク管理下で早期離床へ繋げることが
可能となった。早期離床を進めるためにはベッドサイ
ドからの開始となるが，それまでは，外来・入院患者
をリハビリテーション室で診療してから夕方にベッド
サイドに向かうというのが日常であった。患者の早期
動作能力向上を考えれば，午前中の早い時間から起こ
すことが必要であり，セラピストの病棟配置により可
能となった。看護師はその様子を観察することで，動
作レベルを確認でき介助量の軽減につなげることがで
きるようになった。
公立病院の場合，土・日・祝日が休日体制となるた
め，動作に介助を必要とする場合は動作回数が減少し
動作能力の低下をきたしてしまう。休日診療は連休を
作らないため臥床による機能低下を最低限にでき，早
期離床，早期動作能力改善を可能とした。
この病棟配置，休日診療は，当初増員は認められ
ず，現有のセラピストで対応することとなった。午前
中は外来中心の診療体制を組んでいたため，治療効果
に注意しながら回数減を行った。また，患者の理解を
得ながら可能な限り他院への紹介を実施した。休日診
療は離床できていない患者を対象とすることで，業務
範囲を明確にした。
結果，平成 17年の病棟担当・休日診療導入直後の
入院期間は，34.2±17.9日であったが，平成 20年に
は 27.0±5.0日と有意に短縮していた1）。リハビリテー
表 1 増員計画書の項目
1．増員の必要性
2．増員で見込める診療報酬額
1）診療報酬を確保できる根拠について
3．増員で予測される効果
1）外来待ち時間の削減
2）未対応患者のリハビリテーション医療実施
3）早期動作能力改善による退院・転院の促進
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ション医療の充実は入院期間の短縮に繋がり，その効
果が病院幹部に認められることになった。
Ⅴ．部門管理者の役割
病院組織は，医療管理と経営管理に分けて考える必
要がある2）。効率的なセラピストの増員は医療体制の
充足につながり，良い医療を提供できる。その反面，
経営上人件費増を考慮しなければならない。部門管理
者は費用対効果を念頭におき，部門拡大を考えなけれ
ば病院幹部からの信頼は得られない。
よって，増員による効果を部門の診療報酬増から検
討するだけではなく，病院組織全体でみることも重要
になってくる。増員の経緯を 4段階に分けて述べた
が，例えば，言語聴覚士の新たな採用は，摂食・嚥
下，言語障害により専門的に対応できることなり，結
果的には脳神経外科や小児科の患者増をもたらした。
セラピストの病棟配置や休日診療の開始は，入院期間
の短縮になり病床回転率の向上につながった。リハビ
リテーション部門充実の効果が，どのように病院組織
全体に及んでいるか病院幹部に提示し理解を求めるこ
とは，部門管理者に必要とされる役割である。
また，リハビリテーション部門のスタッフにとって
は，自らの実績が部門拡大につながれば，やりがいの
ある仕事となる。セラピストの病棟配置はチーム医療
を形成する医師，看護師等と協働する形がとれ，常に
情報交換ができ働きやすい職場となった。
リハビリテーション部門管理者は，部門のスタッフ
に働きやすい職場を提供できるよう他部門と調整する
ことが求められる。そして，部門拡大が如何に患者，
病院組織，部門スタッフにメリットをもたらすかを提
示することが肝要である。
Ⅵ．結 語
急性期リハビリテーションが適切で十分に提供でき
る医療機関は，わが国においては僅少であり，急性期
病院でセラピスト 10名以上の確保は困難であると云
われている3）。適切に十分なリハビリテーション医療
を提供するためには，そのマンパワーは必須である。
セラピストの必要性を適切に病院幹部に提示し，リハ
ビリテーション科の部門拡大を行うことが部門管理者
に求められる。
幹部と協調するためには，いかに信頼関係を構築す
るかにかかっている。高い治療レベルを確保し，リハ
ビリテーション医療の効果を示すことが必要になって
くる。適切なリハビリテーション医療が展開される
と，患者の早期自立に繋がり入院期間の短縮になる。
医師はベッドコントロールが行いやすくなり，看護師
の介助量軽減にも繋がる。早期の動作能力改善は患者
のためになり，他部門のメリットになる。
リハビリテーション科の部門拡大は，このように地
域医療に貢献できるが，その見本となりうるマネジメ
ント・モデルの情報が少ないのが現状である4）。今後
より多くのマネジメントが実践され，情報発信される
ことが期待される。
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